
平成２８年８月１０日 
 

「課題解決型高度医療人材養成プログラム」の選定結果 
 

 
 
１．事業の背景・目的 

  平成２６年度より実施している本プログラムは、全国の大学・大学病院における人材

養成機能を一層強化し、我が国が抱える医療現場の諸課題等に対して、科学的根拠に基

づいた医療を提供でき、健康長寿社会の実現に寄与できる優れた医療人材を養成するこ

とを目的に事業を実施しておりますが、今般新たに医療現場等で人材が不足している以

下の２領域についてテーマを設定し、公募の上で支援を行うこととしました。 

 

２．事業概要 

○選定件数：５件 
テーマ① 放射線災害を含む放射線健康リスクに関する領域（２件） 
テーマ② 慢性の痛みに関する領域（３件） 

○補 助 期 間：平成２８年度から最大５年間 
○補助金基準額：２０，０００千円（初年度・年間） 
○補助事業上限額：４０，０００千円（初年度・年間） 

 

３．選定結果（詳細は別紙のとおり） 

【テーマ①】放射線災害を含む放射線健康リスクに関する領域 ２件（申請件数７件） 

【テーマ②】慢性の痛みに関する領域 ３件（申請件数１３件） 

 

４．選定方法 
専門家・有識者により構成された「課題解決型高度医療人材養成推進委員会」で審査

を行い決定しました。 
 

【参考】本事業に関する情報を文部科学省ホームページに掲載しています。 
    http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/iryou/1369521.htm 

（※８月中旬頃に「選定事業の概要と推進委員会からの主なコメント」及び選定

大学の申請書を文部科学省ホームページに掲載予定。 

本年度から開始する「課題解決型高度医療人材養成プログラム」について、別紙の  

とおり選定事業を５件決定しました。 



 

＜本件に関する問合せ先＞ 

 高等教育局医学教育課 

医学教育係  赤石、髙木、井上 

         電話 03－5253－4111（3306） 

          03－6734－3306（直通） 



【取組１－（２）：特に高度な知識・技能が必要とされる分野の医師養成】

　①放射線災害を含む放射線健康リスクに関する領域　申請件数：７件　選定件数２件

No 区分 申請担当大学名 連携大学名 事業名

1 国 筑波大学 放射線災害の全時相に対応できる人材養成

2 国 長崎大学
広島大学、福島県
立医科大学

放射線健康リスク科学人材養成プログラム

　②慢性の痛みに関する領域　申請件数：１３件　　選定件数３件

No 区分 申請担当大学名 連携大学名 事業名

1 国 三重大学 鈴鹿医療科学大学 地域総活躍社会のための慢性疼痛医療者育成

2 国 山口大学

大阪大学、滋賀医
科大学、愛知医科
大学、東京慈恵会
医科大学

慢性の痛みに関する教育プログラムの構築

3 公 名古屋市立大学 慢性疼痛患者の生きる力を支える人材育成

課題解決型高度医療人材養成プログラム　選定結果一覧



課題解決型高度医療人材養成推進委員会委員名簿

江藤 一洋 公益社団法人医療系大学間共用試験実施評価機構
え とう かずひろ

副理事長

○ 大島 伸一 国立研究開発法人国立長寿医療研究センター
おおしま しんいち

名誉総長

川本 利恵子 公益社団法人日本看護協会常任理事
かわもと り え こ

小林 慶太 公益社団法人日本歯科医師会常務理事
こ ばやし け い た

小森 貴 公益社団法人日本医師会常任理事
こ もり たかし

武田 純三 独立行政法人国立病院機構東京医療センター病院長
たけ だ じゆんぞう

辻 哲夫 東京大学高齢社会総合研究機構特任教授
つじ てつ お

永田 泰造 公益社団法人日本薬剤師会常務理事
なが た たいぞう

半田 一登 チーム医療推進協議会代表
はん だ かず と

公益社団法人日本理学療法士協会会長

山口 育子 ＮＰＯ法人ささえあい医療人権センターＣＯＭＬ
やまぐち いく こ

理事長

計１０名 （○：委員長）

五十音順（敬称略）

平成28年3月28日現在



課題解決型高度医療人材養成推進委員会委員名簿

江藤 一洋 公益社団法人医療系大学間共用試験実施評価機構
え とう かずひろ

副理事長

○ 大島 伸一 国立研究開発法人国立長寿医療研究センター
おおしま しんいち

名誉総長

川本 利恵子 公益社団法人日本看護協会常任理事
かわもと り え こ

小林 慶太 公益社団法人日本歯科医師会常務理事
こ ばやし け い た

武田 純三 独立行政法人国立病院機構東京医療センター病院長
たけ だ じゆんぞう

辻 哲夫 東京大学高齢社会総合研究機構特任教授
つじ てつ お

永田 泰造 公益社団法人日本薬剤師会常務理事
なが た たいぞう

羽鳥 裕 公益社団法人日本医師会常任理事
は とり ゆたか

半田 一登 チーム医療推進協議会代表
はん だ かず と

公益社団法人日本理学療法士協会会長

山口 育子 認定ＮＰＯ法人ささえあい医療人権センターＣＯＭＬ
やまぐち いく こ

理事長

計１０名 （○：委員長）

五十音順（敬称略）

平成28年7月11日現在



【テーマ①：放射線災害を含む放射線健康リスクに関する領域】

ＮＯ 氏名 所属

1 青木　茂樹 順天堂大学医学部教授

2 佐々木　康人 湘南鎌倉総合病院附属臨床研究センター放射線治療研究センター長

（五十音順　敬称略　計2名）

【テーマ②：慢性の痛みに関する領域】

ＮＯ 氏名 所属

1 片山　容一 湘南医療大学副学長

2 葛原　茂樹 鈴鹿医療科学大学医療科学研究科長

3 竹内　勤 慶應義塾大学医学部教授

4 宮岡　等 北里大学医学部主任教授

（五十音順　敬称略　計4名）

課題解決型高度医療人材養成推進委員会ペーパーレフェリー名簿



我が国が抱える
医療現場の諸課題

課題解決型高度医療人材養成プログラム
平成２８年度予算額：９億円（平成２７年度予算額：８億円）

高度な教育力・技術力を有する大学が核となって、我が国が抱える医療現場の諸課題等に対して、科学的根拠に基づいた医療が
提供でき、健康長寿社会の実現に寄与できる優れた医療人材の養成を推進する。

背景
課題

取組

高度医療専門人材の輩出、我が国が抱える医療課題の解決、健康立国・健康長寿社会の実現成果

高度医療専門人材の不足
・病院基盤部門を担う医療安全・感染制御領域等の専門人材養成と
体制充実

社会から求められる多様な医療ﾆｰｽﾞの増加
・難治性疾患領域や高難度手術（移植医療等）領域等を担う専門人材
養成

高齢化に伴う歯科医療ニーズの変化
・口腔疾患と全身疾患の関わりに関する領域を担う高度な歯科医師の
養成

概要

◇健康長寿社会を実現するための疾患克服が課題 ◇人口減少・少子化の進行

横断的な診療力とﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力の
両方を兼ね備えた医師養成
横断的な診療力とﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力の
両方を兼ね備えた医師養成

特に高度な知識・技能が必要と
される分野の医師養成

健康長寿社会の実現に貢献する
歯科医療人養成
健康長寿社会の実現に貢献する
歯科医療人養成

臨床での教育指導者養成と大学
教員・教育指導者の人材交流
臨床での教育指導者養成と大学
教員・教育指導者の人材交流

地域医療にも貢献できるﾒﾃﾞｨｶﾙ
ｽﾀｯﾌの養成
地域医療にも貢献できるﾒﾃﾞｨｶﾙ
ｽﾀｯﾌの養成

チーム医療の推進
・チーム医療推進のための専門性の強化と役割の拡大に応える
ため、学生・医療人の実践能力の強化等

教育と臨床の連携強化
・学生・医療人の実践能力を強化するため、教育と臨床が連携し、
卒前・卒後の学生・医療人の教育指導体制の構築等

地域医療連携の推進
・地域医療連携にかかわる業務に精通し、学生・医療者に地域医療連携
の視点や実践を教育できる教育指導者の養成等

医師・歯科医師 看護師・薬剤師等のﾒﾃﾞｨｶﾙｽﾀｯﾌ

卒前・卒後の継続的な教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
開発と教育指導体制の構築
卒前・卒後の継続的な教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
開発と教育指導体制の構築

【取組１】医師・歯科医師を対象とした教育プログラム
14件×40,000千円（選定済み）、4件×20,000千円（新規）

【取組２】看護師・薬剤師等を対象とした教育プログラム 12件×20,000千円（選定済み）

対象職種：看護師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、視能訓練士、
診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士、歯科衛生士、歯科技工士
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【医師・歯科医師を対象とした教育プログラム】 （特に高度な知識・技能が必要とされる分野の医師養成）

課題

◇医療の進歩・発展により医師に求められる知識・技能の
高度化、社会から求められる医療ニーズの多様化等により、
高度な知識・技能を有した医師の養成が急務
◇「治す医療」に加えて、「支える医療」の視点も加わった健康
寿命への延伸

対応
◇大学病院間等の拠点化・ネットワーク化による幅広い知識・
技術・症例を習得できる高度な医療人材の養成
◇大学間の連携により、医学部等の養成課程における教育プ
ログラムを構築・強化

成果 ◇大学病院間等の拠点化・ネットワーク化による専門人材の
養成及び増加 効果 ◇医療の質の向上 ◇我が国の医療水準の向上

◇健康長寿社会の実現

難治性疾患
診断・治療領域
[臨床病理を含む]

・難治性疾患を担う医師の養成
・難治性疾患を有する患者増加への対応

高難度手術領域

小児周産期領域

・高難度手術・技術（移植医療等）を担う医師の
養成
・臓器移植法の改正による脳死下移植手術増加
への対応等

・生殖医療、ﾊｲﾘｽｸ分娩等を担う医師の養成
・新生児難治疾患や小児在宅医療等を担う医師等
の養成、長期入院児対応、退院に繋がるｼｽﾃﾑ
等の構築

A 大学病院

B大学病院 C大学病院

◇豊富な症例数の確保
◇症例ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの構築
◇指導医・専門医等の
資格取得支援

◇教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀの配置
◇多職種とも連携した人材
養成
◇研究マインド向上のため
のシステム確立

◇大学病院間等の拠点
化・ネットワーク化による
人材養成
◇高度医療人材養成プロ
グラム開発と実践
◇教育指導者の養成大学病院間等の拠点化・ﾈｯﾄﾜｰｸ化による高度専門医療人材の養成

各領域の課題各領域の課題 対応プログラム例対応プログラム例

課題解決策課題解決策

G総合病院F市民病院

○○○大学高度医療人材
養成プログラム

取組例① 取組例②

ﾈｯﾄﾜｰｸ化

A 大学病院

B大学病院

拠点化

D総合病院 E県立病院

・最終診断確定を支援する臨床病理診断医の養成
・がん患者等の増加や医療の高度化に伴う臨床
病理診断の増加への対応

特に人材が
不足している領域

・放射線災害を含む放射線健康リスクに対応でき
る医師等の養成
・慢性の痛みに分野横断的に対応できる医師等の
養成 等
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関係職種を含めた

3

特に人材が不足している領域の医師等の養成について（拡充）

放射線や放射線同位元
素は、医学・医療領域
で広く利用されているに
もかかわらず、その人
体への影響や防護に関
して医療現場で十分に
理解されているとは言
えない。

課 題

医師養成の卒前・卒
後教育において、放
射線による人体への
影響・リスク・防護に
ついての知識を十分
修得できるように、放
射線に関する教育を
強化することが必要。

対応策

・慢性の痛みを持つ患
者は、生活の質が著し
く低下し、就労困難を
招く等、社会的損失が
大きい。
・痛みを対象とした診
療に従事する人材が
不足している。

課 題

医師・看護師等の医
療従事者の育成にお
いて、慢性の痛みに
関する診断法や対処
法等を、統合的に教
えることが必要。

対応策

本事業における取り組みの例（イメージ）

医学部又は附属病院等において、慢性の痛みに関する
新たな教育プログラムや研修コース等を構築し、教育を
行うとともに、取組の各大学への普及に向けて、関係職
種を含めた専門人材の養成等に取り組む。

理学療法士

看護師

慢性の痛みとは

放射線の人体への影響や
、放射線防護と安全管理
等については、コアカリ（※
）に明記し、教育が行われ
ているが、これらを専門とし
て教える基礎系の講座を
設置する大学は限られて
いる。

教育の現状

慢性疼痛の基本を学ぶこと
や、治療の問題点を概説で
きることをコアカリ（※）に明
記し、教育が行われているも
のの、慢性の痛みに関する
それぞれの専門的知見を踏
まえた統合的な教育が十分
に実施されているとは言い
難い。

教育の現状
慢性の痛みに関わる
様々な医療職種に適用

平成２８年度予算額：０．８億円（課題解決型高度医療人材養成プログラム平成２８年度予算額：９億円の内数）

【領域②の取組例】

【領域①の取組例】

薬剤師

その他の
医療職種

※医学教育モデル・コア・カリキュラム・・・卒業時までに学生が身に付けておくべき必須の実践的能力（知識・技能・態度）の
到達目標をわかりやすく提示したもの。

領域① 放射線災害を含む放射線健康リスクに関する領域領域① 放射線災害を含む放射線健康リスクに関する領域

領域② 慢性の痛みに関する領域領域② 慢性の痛みに関する領域

放射線健康管理やリスクの概念、放射線と化学物質と
のリスク比較等に関して体系的に学修することのできる
新たな教育プログラムを構築し、普及を図るとともに、事
業の継続的な実施による専門人材の養成に取り組む。

領域①：2件×20,000千円（拡充）

領域②：2件×20,000千円（拡充）

臨床心理士
歯科医師

・患者数が多い疾患に伴う慢性的な痛み （関節リウマチ・椎間板ヘルニア等）

・原因や病態が十分に解明されていない慢性的な痛み （脳卒中後疼痛等）

・機能的要因が主な原因となって引き起こされる上記以外の慢性の痛み
（慢性頭痛等に見られる痛みの一部） 等

作業療法士

医師

平成22年9月「慢性の痛みに関する検討会（提言）」より


